
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

5,592 ｋｌ

台

ｔ－CO2

※
受
付
欄

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

神奈川県川崎市幸区新塚越201　ルリエ新川崎

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

担当部署

上記以外の事業者（任意提出事業者）

卸売業，小売業 

飲食料品小売業

連 絡 先

メールアドレス

主 た る 事 業
の 内 容

中分類

Ｉ大分類

03-3590-2683

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

（あて先）川崎市長

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

総務本部　顧客サービス環境推進部

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

食品スーパーマーケット

株式会社マルエツ

58

ＦＡＸ番号

03-3590-1210

規則第４条第１号該当事業者

主 た る 事 業
の 業 種

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

170-8401

東京都豊島区東池袋5-51-12

代表取締役社長　上田　真

東京都豊島区東池袋5-51-12

第１号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

（第１面）

株式会社マルエツ

規則第４条第４号該当事業者

事業活動地球温暖化対策計画書

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者



（第２面）

計 画 期 間       平成28年度　　～　  　    平成30年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

備　　　考
当社の地球温暖化対策の取組みについては、ホームページにて公表し
ています。
http://www.maruetsu.co.jp/corporate/environment/index.html

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

マルエツ環境方針
1.環境マネジメントシステムによる事業活動における環境負荷を最小限にするために目的と目標
を設定し、定期的に見直します。
　①環境に配慮した商品の開発と普及に取組みます。
　②電気使用量削減等の省エネルギー・省資源化を推進します。
　③最終的な廃棄物を削減するために3Rを推進します。
　④地球温暖化防止のため、１店舗当りCO2排出量を削減します。
2.当社の環境側面に関係して適用可能な法的要求事項及び当社が同意するその他の要求事項を順
  守します。
3.この方針を全従業員に周知徹底し、従業員一人ひとりが主体的に環境保全活動に取組みます。
4.この方針は社内外に公表し、積極的な情報提供に努めます。

市内の事業所についても、マルエツ環境方針に則り、温室効果ガスの排出の量の削減を図りま
す。

事業者代表

計画管理責任者
開発本部長

開発本部 総務本部

省エネ機器・機材等導入
エネルギー使用状況の管理 ＩＳＯ推進活動による削減運動

事業所（店舗）
川崎市内17店舗



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第２面）

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（実） 10,494 （実） 10,338

（調） 10,515

（実） 1.5 （実） 156

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 延床面積、生産数量
 以外の原単位を使用
 した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

延床面積×営業時間

削 減 率

0.03745

t-CO2削 減 量

店舗の増減を考慮しつつ、原則、CO2の削減を原単位で年0.5%を目標としています。
また、事業活動地球温暖化対策指針別表のうち、未実施の基本対策については計画終了年度まで
に実施することとします。

0.03802

原単位として、延床面積×営業時間を原単位とします。電気使用量は営
業活動と連動するもの（照明、空調等）と連動しないもの（ケース等の
動力）があり、延床面積との相関は高い。営業活動の指標として営業時
間を積算します。また、原単位の分母として、売上高や営業時間等と比
較すると変動要因が少なく数値が固定化でき、削減計画値の把握に適し
ています。

％

1.5

ｔ-CO2/1000㎡h

t-CO2

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

　 ア　基準排出量と目標排出量

平成27 平成30

t-CO2基 準 排 出 量 目 標 排 出 量



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)

○推進体制の整備
　組織横断的な委員会を設けて目標に向けて活動しています。店舗には、
  該当部署より省エネなどの啓蒙活動を推進していきます。
○外部機関の利用等
　ISO14001を取得しており、第三者機関による点検、検査を実施してい
  ます。
○エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
　温室効果ガスの排出量と密接な関係を持つ、電気、ガス、レジ袋の使用
  量等の管理および変動について管理、分析をします。
○照明設備の保全管理
　冷ケース照明に、節電型ランプ(LED)を導入します。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

設置等の条件が合えば、太陽光発電の設置について検討したい。



○牛乳パックリサイクル商品開発
○詰替え商品の拡販
○各店頭でのペットボトル、食品トレイ、牛乳パックの回収とリサイクル
○埼玉県日高市において、従業員による植林、森林維持活動
○レジ袋製造時に関わるＣＯ2のカーボン・オフセットの実施

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

なし



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

鹿島田店 1,087 t-CO2
中原店 980 t-CO2
柿生店 960 t-CO2

t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

事業所数

10,515
t-CO2

t-CO2

10,494

　 イ　第３号該当者等

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満 2

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

日本標準産業分類

細分類番号

5

2

エネルギー使用量の規模

400～500kl 未満

1

4

100～200kl 未満

200～300kl 未満

300～400kl 未満

5811 食品スーパー

温室効果ガス
の排出の量

5811

5811

日本標準産業分類
細分類番号

食品スーパー

食品スーパー川崎市麻生区上麻生5-41-1

川崎市中原区下小田中1-28-1

事業所数

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地

川崎市幸区新塚越201　ルリエ新川崎

日本標準産業分類
細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称


